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肉用牛肥育経営安定特別対策事業実施要綱 

 

平成２８年 ３月２５日付け２７農畜機第５５８３号 

一部改正 平成２８年 ５月 ９日付け２８農畜機第 ７５２号 

一部改正 平成２８年１０月 ７日付け２８農畜機第３４６５号 

一部改正 平成２８年１０月２１日付け２８農畜機第３６８８号 

一部改正 平成２９年 ８月 ９日付け２９農畜機第２６９８号 

一部改正 平成３０年 ３月１６日付け２９農畜機第６６５４号 

一部改正 平成３０年 ３月２２日付け２９農畜機第６８１０号 

一部改正 平成３０年 ４月１３日付け３０農畜機第 ３６２号 

 

 肉用牛肥育経営については、もと畜の導入から肥育牛の出荷まで一定期

間を要し、かつ、生産費に占めるもと畜費の割合が大きいことから、もと

畜価格と枝肉価格の水準によっては大幅な収益性の悪化が懸念される。 

このため、独立行政法人農畜産業振興機構（以下「機構」という。）は、

肥育牛１頭当たりの粗収益が生産コストを下回った場合に、肉用牛肥育経

営に対する補塡金（以下「肥育牛補塡金」という。）の交付等を行う事業に

対し、独立行政法人農畜産業振興機構法（平成１４年法律第１２６号）第

１０条第２号の規定に基づき補助することとし、もって肉用牛肥育経営の

安定を図るものとする。 

この事業の補助金の交付に関しては、補助金等に係る予算の執行の適正

化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「補助金適正化法」と

いう。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 

３０年政令第２５５号）及び「畜産業振興事業の実施について」（平成  

１５年１０月１日付け１５農畜機第４８号－１）に定めるもののほか、こ

の要綱に定めるところによる。 

 

第１ 事業実施主体 

   この事業の事業実施主体は、第２の１の（１）及び２の事業にあっ

ては、平成２８年度畜産業振興事業に係る公募要領（平成２８年１月

１５日付け２７農畜機第４４９９号）により応募した者から選定され

た者（以下「県団体」という。）とし、第２の１の（２）の事業にあっ

ては、販売することを目的として、牛の肥育（専ら肉量の増加を目的

として飼養することをいう。以下同じ。）を行う者（法人にあっては、

牛の肥育の業務を営んでいるもの。以下「肥育牛生産者」という。）で

あって、独立行政法人農畜産業振興機構理事長（以下「理事長」とい
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う。）が別に定める事業参加申込要領（以下「事業参加申込要領」とい

う。）に基づき、理事長に事業の参加を認められた者（以下「肥育事業

者」という。）とする。 

 

第２ 事業の内容 

   この事業の内容は、次に掲げるとおりとする。 

１ 肥育牛補塡金交付対策 

（１）県団体は、肉用牛肥育経営の安定を図るため、第６の３の交付契

約を締結した肥育牛生産者（以下「契約生産者」という。）に対する

肥育牛補塡金の交付に要する資金に充てるための肥育安定基金を

造成するものとする。 

（２）肥育事業者は、経営安定の取組として肥育牛補塡金の交付を受け

るため、機構が設置する肥育全国基金に積立金の拠出を計画的に行

うものとする。 

また、機構は、肥育事業者積立金（肥育事業者からの積立金及び

その他の者が支出する補助金又は拠出金（以下「その他積立金」と

いう。）からなる積立金をいう。以下同じ。）をもって肥育全国基金

を造成するものとし、肥育全国基金及び補助金を原資として肥育事

業者に対して肥育牛補塡金を交付し、肥育事業者は肥育牛補塡金の

交付を受けるものとする。 

２ 肥育経営安定推進 

県団体は、１の（１）の事業を円滑に推進するため、都道府県を区

域とする会議の開催、普及及び啓発活動、調査及び指導等を行うもの 

とする。 

 

第３ 基金の造成及び管理運用 

 １ 肥育安定基金 

 （１）県団体は、機構からの補助金及び契約生産者積立金（契約生産者

からの積立金及びその他積立金からなる積立金をいう。以下同じ。）

をもって肥育安定基金を設けることとし、その運用により生じた果

実は当該基金に繰り入れるものとする。 

（２）県団体は、肥育安定基金を他の勘定と区分して経理するものとす

る。 

また、別表１に定める品種区分（以下「品種区分」という。）ごと

に機構からの補助金、契約生産者からの積立金及びその他積立金を

区分して管理するものとする。ただし、第６の９のただし書の規定
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により、肥育牛１頭当たりの肥育牛補塡金の額（以下「補塡金単価」

という。）の算定（以下「地域算定」という。）を品種ごとに行う場

合には、当該品種ごとに区分して管理するものとする。 

（３）県団体は、第２の１の（１）の事業に要する経費に充てる場合を

除き、肥育安定基金を取り崩してはならないものとする。 

（４）県団体は、事業実施期間終了後において肥育安定基金に残額が生

じた場合又は事業実施期間中であっても肥育安定基金に残額が生

じることが見込まれるために理事長から返還の指示があった場合

には、残額のうち（２）の規定により機構からの補助金として管理

している額又は返還の指示があった額を機構に返還するものとす

る。 

（５）県団体は、業務対象年間終了後、肥育安定基金に残額が生じた場

合には、（２）の規定により区分管理しているものを機構、契約生産

者（業務対象年間終了前に第６の３の交付契約を解除した者を除

く。）及びその他積立金を負担した者にそれぞれ返還するものとす

る。 

なお、契約生産者に対する返還に当たっては、当該契約生産者が

納付した契約生産者積立金のうち、第６の８に規定する販売の報告

及び確認がされていない牛に係る契約生産者積立金相当額を残額の

範囲内で優先して返還するものとする。 

 ２ 肥育全国基金 

（１）機構は、肥育事業者積立金をもって肥育全国基金を造成するもの

とし、肥育全国基金の運用により生じた果実は当該基金に繰り入れ

るものとする。 

（２）機構は、業務対象年間終了後、肥育全国基金に残額が生じた場合

には、肥育事業者（業務対象年間終了前に事業を中止又は廃止した

者を除く。）及びその他積立金を負担した者にそれぞれ返還するも

のとする。 

 

第４ 機構の補助等 

 １ 機構は、予算の範囲内において、別表２に定める補助対象経費及び

補助率により、事業実施主体が第２の事業を実施するのに要する経費

につき補助するものとする。 

 ２ 県団体は、別表２に定める補助対象経費及び補助率により造成され

た肥育安定基金から、肥育牛補塡金の交付に要する経費につき支出す

るものとする。 
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第５ 事業の実施 

１ 業務方法書の作成 

県団体は、第２の１の（１）の事業の実施に当たっては、あらかじ

め次に掲げる事項を定めた業務方法書を作成の上、理事長に提出する

ものとする。これを変更した場合も同様とする。 

また、県団体は、業務方法書を県団体の区域の都道府県知事（以下

「知事」という。）に送付するものとする。 

（１）事業の趣旨、内容、仕組み 

（２）業務対象年間に関する事項 

（３）交付契約の締結及び解除に関する事項 

（４）牛の個体登録に関する事項 

（５）牛の販売の確認に関する事項 

（６）契約生産者積立金の納付及び返戻に関する事項 

（７）肥育安定基金の造成及び管理運用に関する事項 

（８）肥育牛補塡金の交付に関する事項 

（９）事業の委託に関する事項 

（１０）その他必要な事項 

２ 事業参加申込書の作成等 

（１）第２の１の（２）の事業に参加しようとする肥育牛生産者（契

約生産者を除く。）は、あらかじめ事業参加申込要領に基づき、

事業参加申込書を作成の上、理事長に提出し、その承認を受ける

ものとする。 

（２）事業参加申込要領に定める提出期限までに事業参加申込書を提

出しなかった者は、業務対象年間途中による事業の参加は認めな

いものとする。ただし、第６の２の要件を満たす者であって、新

たに肉用牛肥育経営に参入した者についてはこの限りではない。 

（３）事業の参加を認められた者が業務対象年間途中において事業を

中止又は廃止する場合にあっては、理事長が別に定めるところに

より、その旨をあらかじめ理事長に届け出るものとする。 

３ 事業実施計画の作成 

第２の１の（１）の事業を実施する県団体は、毎年度、別紙様式第

１号の肉用牛肥育経営安定特別対策事業実施計画承認申請書を作成

の上、これを理事長に提出し、その承認を受けるものとする。ただし、

地域算定を行う県団体にあっては、あらかじめ当該事業実施計画承認

申請書を知事に協議の上、理事長に提出し、その承認を受けるものと
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する。 

また、県団体（地域算定を行う県団体を除く。）は、当該事業実施計

画承認申請書の写しを知事に送付するものとする。 

 ４ 事業実施計画の変更 

県団体は、３の事業実施計画の承認があった後において、次に掲げ

る変更をしようとする場合は、あらかじめ計画変更承認申請書を作成

の上、これを理事長に提出し、その承認を受けるものとする。ただし、

地域算定を行う県団体にあっては、あらかじめ当該計画変更承認申請

書を知事に協議の上、理事長に提出し、その承認を受けるものとする。 

また、県団体（地域算定を行う県団体を除く。）は、当該計画変更承

認申請書の写しを知事に送付するものとする。 

（１）事業の中止又は廃止 

（２）事業費の３０％を超える増減 

（３）補助金の増加を伴う事業費の増 

（４）第６の１０のただし書の規定に基づく承認申請（補助金の増加を

伴わない場合を含む。） 

５ 事業の委託 

   県団体は第２の２の事業の一部を理事長が適当と認める団体に委

託して行うことができるものとする。 

 ６ 事業の実施期間 

この事業の実施期間は、平成２８年度から平成３０年度事業に対す

る肥育牛補塡金の交付を完了するまでとする。 

 

第６ 事業の要件等 

１ 業務対象年間 

この事業の業務対象年間は３年間とする。 

２ 事業の対象となる者 

  第２の１の事業の対象となる者は、肥育牛生産者であって、次に掲

げる要件を全て満たすものとする。ただし、農業協同組合及び農業協

同組合連合会にあっては、農業協同組合法（昭和２２年法律第１３２

号）第１１条の５１の規定に定める農業経営規程を定め、農業の経営

を行っている者に限る。 

（１）肥育に供する牛に係る損益が帰属する者であること。ただし、次

に掲げる会社（会社法（平成１７年法律第８６号。以下「会社法」

という。）第２条第１号に定めるものをいう。）を除くものとする。 

ア 資本の額又は出資の総額が３億円を超え、かつ、常時使用する



6 
 

従業員の数が３００人を超えるもの（農地法（昭和２７年法律第

２２９号）第２条第３項に規定する農地所有適格法人に該当する

ものを除く。） 

イ アに準じるものとして、次のいずれかに該当するもの 

（ア）その総株主又は総出資者の議決権（株主総会において決議を

することができる事項の全部につき議決権を行使することが

できない株式についての議決権を除き、会社法第８７９条第３

項の規定により議決権を有するものとみなされる株式につい

ての議決権を含む。以下同じ。）の２分の１以上が同一のアに掲

げるものの所有に属しているもの 

（イ）その総株主又は総出資者の議決権の３分の２以上がアに掲 

げるものの所有に属しているもの 

（２）肉用牛肥育経営緊急支援事業実施要綱（平成２３年８月１９日付

け２３農畜機第２２２８号）に基づき、緊急支援金又は出荷遅延支

援金（以下「緊急支援金等」という。）の交付を受けた者にあっては、

緊急支援金等相当額を事業実施主体に計画的に返還していること。 

（３）機構又は県団体がこの事業の実施に資することを目的に８の（１）

の書類に係る枝肉の販売価格等のデータを補塡金単価の算定等に

利用することに応じていること。 

（４）次のいずれにも該当しないこと。 

  ア 前業務対象年間（平成２５年度から平成２７年度の３年間をい

う。以下同じ。）において、事業を中止又は廃止した者  

  イ 前業務対象年間において、県団体が３の交付契約を解除した

者 

３ 交付契約 

（１）県団体は、業務対象年間ごとに、交付契約に係る牛の確認に関す

る事項、契約生産者積立金の納付に関する事項、肥育牛補塡金の交

付に関する事項等を内容とする交付契約を肥育牛生産者（肥育事業

者を除く。以下同じ。）との間で締結するものとする。  

（２）肥育牛生産者は、交付契約を締結しようとする場合は、肥育に供

する牛を飼養する区域の県団体に対し、県団体が別に定める交付契

約申込書（以下「契約申込書」という。）を提出するものとする。 

（３）県団体は、肥育牛生産者から契約申込書の提出を受けた場合は、

内容を審査した上で、肥育牛生産者と交付契約を締結するものとす

る。  

（４）交付契約は、理事長が別に定める期日までに締結するものとする。
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ただし、２の要件を満たす者であって、県団体の区域の都道府県に

おいて新たに肉用牛肥育経営に参入した肥育牛生産者（業務対象年

間途中において、事業を中止又は廃止した者及び他の県団体が交付

契約を解除した者を除く。）に係るものについてはこの限りではな

い。 

 ４ 肥育牛の個体登録  

 （１）肥育事業者及び契約生産者（以下「事業対象者」という。）は肥育

に供する牛であって、満６か月齢以上のものは全頭、当該牛が満 

１４か月齢に達する日までに、理事長又は県団体が別に定める個体

登録申込書（以下「登録申込書」という。）に必要事項を記載し、当

該牛が事業対象者の所有に属することを確認できる書類を添えて、

肥育事業者にあっては機構に、契約生産者にあっては県団体に提出

しなければならない。ただし、第６の１０のただし書の規定に基づ

く承認を受けた牛については、理事長が別に定める日までに登録申

込書を提出しなければならない。 

（２）機構及び県団体は、事業対象者から登録申込書の提出を受けた場

合は、当該申込書に記載された牛について、次に掲げる要件（肥育

事業者から申込があった牛にあってはア及びイの要件とする。）を

全て満たしていること及び導入方法並びに肥育開始日を確認し、当

該牛が満１７か月齢に達する日までに機構又は県団体が備える台

帳（以下「個体登録台帳」という。）に申込内容を記載するものと

し、個体登録台帳に記載を行った場合は、理事長又は県団体が別に

定める方法により、事業対象者に対し、その旨を通知するものとす

る。  

ア 牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置

法（平成１５年法律第７２号）第３条に基づく牛個体識別台帳に

記録された事項（以下「牛個体識別全国データベース」という。）

により、当該牛の個体識別番号、生年月日、性別、品種、導入年

月日及び飼養場所が確認できること。  

イ 事業対象者の所有に属することが書類により確認できること。  

ウ 肥育の開始日から個体登録台帳に記載を行う日まで、県団体の

区域の都道府県内で肥育されていること。  

（３）事業対象者は、個体登録台帳に記載された牛（以下「事業対象牛」

という。）について、牛個体識別全国データベースの変更に伴い、記

載された内容に変更が生じた場合は、速やかに肥育事業者にあって

は機構に、契約生産者にあっては県団体に届け出るものとする。  
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（４）機構及び県団体は、（３）の規定により事業対象者から変更の届出

があった場合は、届出があった内容について、牛個体識別全国デー

タベースが変更されていることを確認し、個体登録台帳の内容を変

更することができるものとする。  

（５）肥育事業者にあっては機構が、契約生産者にあっては県団体が、

第７の５に規定する補助金交付停止措置として、それぞれ肥育牛の

個体登録を停止することができるものとする。この場合、県団体は、

その措置を講じるに当たって、あらかじめ理事長の承認を受けるも

のとする。この措置の措置期間を変更する場合及び措置を解除する

場合も同様とする。  

５ 事業対象牛の権利義務の承継 

（１）契約生産者は、業務対象年間途中で肉用牛肥育経営を中止又は 

廃業する場合には、県団体が別に定めるところにより、県団体に登

録申込書を提出した牛及び事業対象牛の肥育牛補塡金の対象となる

権利義務を同一都道府県内の他の契約生産者に承継できるものとす

る。 

（２）肥育事業者は、業務対象年間途中で事業を中止又は廃止する場合

には、理事長が別に定めるところにより、機構に登録申込書を提出

した牛及び事業対象牛の肥育牛補塡金の対象となる権利義務を他

の肥育事業者に承継できるものとする。 

６ 生産者積立金の額 

理事長は、毎年度、品種区分ごとに肥育牛１頭当たりの肥育事業者

積立金及び契約生産者積立金（以下「生産者積立金」という。）の額を

定めるものとする。ただし、県団体は、知事に協議の上、理事長の承

認を受けて、地域算定を行う品種区分又は品種に係る契約生産者積立

金の額を別に定めることができるものとする。 

７ 生産者積立金の納付等 

（１）事業対象者は、４の（２）の通知を受けたときは、事業対象牛の

頭数に生産者積立金の額を乗じて得た額から、当該頭数に応じたそ

の他積立金の額を除いた額を、別表１に定める納付期限（以下「納

付期限」という。）までに肥育事業者にあっては機構に、契約生産

者にあっては県団体に納付しなければならない。 

（２）生産者積立金は、第３の１の（５）又は第３の２の（２）の規定

による場合を除き、返戻しないものとする。 

（３）県団体は、第２の１の（１）及び２の事業を遂行するために必  

要がある場合、経費の一部を契約生産者から手数料として徴収する
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ことができるものとする。 

８ 事業対象牛の販売の報告及び確認 

（１）事業対象者は、事業対象牛を販売した場合は、販売を行った日が

属する四半期の翌月の末日までに販売を行ったことを証明する書類

を肥育事業者にあっては機構に、契約生産者にあっては県団体に提

出するものとする。 

（２）機構及び県団体は、（１）の規定により提出された書類及び牛個体

識別全国データベースを利用して、販売された牛について、事業対

象牛であること、販売の事実、販売時の月齢及び販売日を確認する

ものとする。 

９ 補塡金単価の算定 

機構は、次の（１）から（３）の規定により補塡金単価を定めるも

のとする。ただし、県団体は、理事長が別に定める方法により、地域

の実態を反映するために都道府県ごとに又は都道府県ごと及び別表

１に定める品種（肉専用種の褐毛和種、日本短角種及び無角和種に限

る。）ごとに補塡金単価を定めることができるものとする。この場合、

県団体は、あらかじめ知事に協議の上、理事長の承認を受けるものと

し、その申請に当たっては、補塡金単価の算定に用いた価格等を理事

長に提出するものとする。 

（１）平均粗収益 

機構は、次のア及びイの価格を用いて品種区分ごとに四半期ごと

の肥育牛１頭当たりの平均粗収益（以下「平均粗収益」という。）を

算定するものとする。 

なお、平均粗収益の算定に当たって、消費税及び地方消費税が含

まれる項目については、その消費税及び地方消費税に相当する額を

控除した額を用いるものとする。 

ア 主産物価格 

農林水産省統計部（以下「統計部」という。）が公表する食肉流

通統計（以下「食肉流通統計」という。）の食肉中央卸売市場及び

指定市場（以下「２８市場」という。）における取引重量及び取引

総価額並びに理事長が別に定める方法により収集した食肉セン

ター等における相対取引等（以下「相対取引等」という。）による

取引重量及び取引総価額から算定した四半期の枝肉取引価格の

１キログラム当たりの加重平均卸売価格に食肉流通統計の２８

市場における取引成立頭数及び取引重量並びに相対取引等によ

る取引成立頭数及び取引重量から算定した四半期の１頭当たり
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の平均取引重量を乗じて得た額とする。この場合において、肉専

用種にあっては和牛去勢、交雑種にあっては交雑牛めす及び去勢

並びに乳用種にあっては乳牛去勢の数値を用いるものとする。  

イ 副産物価格 

統計部が公表する肉用牛生産費（肉専用種にあっては去勢若齢

肥育牛生産費、交雑種にあっては交雑種肥育牛生産費及び乳用種

にあっては乳用雄肥育牛生産費をいう。以下同じ。）の肥育牛１頭

当たりの副産物価格とする。 

（２）平均生産費 

機構は、次のアからウの費用を用いて品種区分ごとに四半期ごと

の肥育牛１頭当たりの平均生産費（以下「平均生産費」という。）を

算定するものとする。 

なお、平均生産費の算定に当たって、消費税及び地方消費税が含

まれる項目については、その消費税及び地方消費税に相当する額を

控除した額を用いるものとする。 

ア もと畜費 

機構が公表する肉用子牛取引情報の肉用子牛価格の全国平均

価格とする。この場合において、肉専用種にあっては黒毛和種の

雄、褐毛和種の雄、日本短角種の雄及び無角和種の雄、交雑種に

あっては交雑種・乳、乳用種にあってはホルスタイン種の雄の全

国平均価格とする。 

   イ と畜経費 

     ２８市場（これに併設されていると畜場を含む。）における各

市場の１頭当たりのと畜経費（と畜検査手数料、と畜解体料、と

畜場使用料、冷蔵庫保管料（１日分相当）及び格付料（公益社団

法人日本食肉格付協会が定める料金））を各市場における四半期

の取引成立頭数で加重平均して得た額とする。この場合において、

肉専用種にあっては和牛去勢、交雑種にあっては交雑牛めす及び

去勢並びに乳用種にあっては乳牛去勢の数値を用いるものとす

る。 

     ただし、各市場の１頭当たりのと畜経費は、原則として、平成

２８年度第１四半期の平均生産費の算定に用いた額を上限とす

る。なお、平成２８年度第２四半期以降、と畜経費を引き下げた

市場については、当該引き下げ後のと畜経費を平均生産費の算定

に用いるものとする。 

ウ もと畜費及びと畜経費以外の費用 
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統計部が公表する肉用牛生産費を用いる。 

なお、一部の項目については、統計部が公表する農業物価統計

の農業物価指数を用いて、肉用牛生産費の調査期間の指数と四半

期ごとにおける指数との変動率により調整した額とする。 

（３）補塡金単価の設定 

機構は、平均粗収益が平均生産費を下回った場合、平均粗収益と

平均生産費との差額の８割（百円未満切捨て）を上限として、品種

区分ごとに四半期ごとの補塡金単価を定めるものとする。ただし、

補塡金単価が千円未満となる場合は、補塡金単価を定めないものと

する。 

 （４）補塡金単価の減額 

ア 機構は、肥育全国基金の全額を取り崩してもなお支払うべき肥

育牛補塡金の額に不足が生じる場合は、肥育事業者に適用する補

塡金単価を減額することができるものとする。 

イ 県団体は、肥育安定基金の安定的な運用のために必要がある場

合は、理事長の承認を受けて、補塡金単価を減額することができ

るものとする。 

（５）補塡金単価の公表 

ア 機構及び地域算定を行う県団体は、補塡金単価を定めた場合は、

その額を公表するものとする。 

イ 機構は、（４）のアの規定により補塡金単価を減額した場合は、

速やかに公表するものとする。 

ウ 県団体は、（４）のイの規定により補塡金単価を減額した場合は、

速やかに公表するものとする。 

１０ 交付対象の事業対象牛  

肥育牛補塡金の交付対象となる事業対象牛（以下「交付対象牛」と

いう。）は、次に掲げる全ての要件を満たすものとする。ただし、地域

の実情等を勘案し、理事長が適当と認める事業対象牛にあってはこの

限りではない。 

（１）満１７か月齢以上であること。 

（２）生産者積立金が納付されていること。 

（３）おおむね１０か月以上連続した期間（契約生産者の事業対象牛に

あっては、県団体の区域の都道府県内においておおむね１０か月

以上連続した期間）肥育されていること。 

（４）繁殖又は搾乳の用に供していないこと。 

（５）８の（２）の規定により販売したことが確認できること。 
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１１ 肥育牛補塡金の交付 

（１）機構は、品種区分ごとの交付対象牛の頭数に補塡金単価を乗じて

得られた額を肥育牛補塡金として、事業対象者に交付するものとす

る。 

（２）県団体は、品種区分ごとの交付対象牛の頭数に補塡金単価を乗じ

て得られた額を肥育牛補塡金として、事業対象者に交付するものと

する。ただし、地域算定を行う県団体は、品種区分又は品種ごとの

交付対象牛の頭数に補塡金単価を乗じて得られた額を肥育牛補塡

金として、事業対象者に交付するものとする。 

１２ 電磁的記録による利用 

（１）事業対象者は、４及び８に係る手続について、書面による提出に

代えて電子情報処理組織を使用する方法その他情報通信の技術を

利用する方法により電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっ

ては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計

算機による情報処理の用に供されるもの（以下「電磁的記録」とい

う。）により行うことができるものとする。 

（２）機構及び県団体は、４及び８に係る確認について、書面に代えて

電磁的記録により行うことができるものとする。 

 １３ 事業参加の取消し 

   機構は、次のいずれかに該当する場合には、肥育事業者の事業参加

を取り消すことができるものとする。 

 （１）第５の２の（３）に基づき肥育事業者から事業を中止又は廃止す

る旨の届出があった場合 

 （２）肥育事業者が第６の７の（１）に基づく生産者積立金（その他積

立金がある場合は、生産者積立金の額からその他積立金の額を除い

た額）を納付しなかった場合 

 （３）その他肥育事業者がこの要綱の規定に従わなかった場合 

１４ 事業の事務手続 

  肥育事業者は、第５の２の（１）の事業参加申込書の作成以降の手

続について、これを自ら行うほか、農業協同組合等に委託し、当該農

業協同組合等を通じて手続を行うことができるものとする。 

 

第７ 補助金交付の手続等 

１ 補助金の交付申請 

（１）県団体は、補助金の交付を受けようとする場合は、理事長が別に

定める期日までに別紙様式第２号の肉用牛肥育経営安定特別対策
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事業補助金交付申請書（以下「補助金交付申請書」という。）を作成

の上、理事長に提出するものとする。 

（２）肥育事業者は、補助金の交付を受けようとする場合は、理事長が

別に定める期日までに別紙様式第３号の肉用牛肥育経営安定特別

対策事業補助金交付申請書兼概算払請求書（以下「補助金交付申請

書兼請求書」という。）を作成の上、理事長に提出するものとする。 

２ 補助金の交付変更申請 

（１）県団体は、補助金の交付決定があった後において、次に掲げる変

更をしようとする場合は、あらかじめ別紙様式第４号の肉用牛肥育

経営安定特別対策事業補助金交付変更承認申請書を作成の上、理事

長に提出し、その承認を受けるものとする。 

ア 事業の中止又は廃止 

イ 事業費の３０％を超える増減 

ウ 補助金の交付決定額の増加を伴う事業費の増 

 （２）肥育事業者は、補助金の交付決定があった後において、（１）に掲

げる変更をしようとする場合は、あらかじめ別紙様式第５号の肉用

牛肥育経営安定特別対策事業補助金交付変更承認申請書兼概算払

請求書（以下「補助金交付変更申請書兼請求書」という。）を作成の

上、理事長に提出し、その承認を受けるものとする。 

３ 補助金の概算払 

（１）理事長は、肥育牛補塡金の交付が円滑に行われるため、又は事業

の円滑な実施を図るために必要があると認めた場合は、第２の１の

事業にあっては交付決定額の範囲内で出来高に応じて、第２の２の

事業にあっては交付決定額を限度として、それぞれ補助金の概算払

を行うことができるものとする。 

（２）県団体は、補助金の概算払請求をしようとする場合は、別紙様式

第６号の肉用牛肥育経営安定特別対策事業補助金概算払請求書を

作成の上、理事長に提出するものとする。 

（３）肥育事業者は、補助金の概算払請求をしようとする場合は、補助

金交付申請書兼請求書又は補助金交付変更申請書兼請求書を作成

の上、理事長に提出するものとする。 

４ 事業の実績報告 

（１）県団体は、肥育牛補塡金を交付した場合は、肥育牛補塡金を交付

した日が属する月の翌月の１０日までに別紙様式第７号の肉用牛

肥育経営安定特別対策事業肥育牛補塡金交付状況報告書を作成の

上、理事長に提出するものとする。 
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 （２）県団体及び肥育事業者は、事業の完了した日から起算して１か月

を経過した日までに、別紙様式第８号の肉用牛肥育経営安定特別対

策事業実績等報告書（以下「実績等報告書」という。）を作成の上、

理事長に提出するものとする。 

   また、県団体は、当該報告書の写しを知事に送付するものとする。 

５ 補助金交付停止措置 

（１）理事長は、畜産業振興事業の実施について１１の（３）の規定に

基づき、別表３各号第１欄に掲げる措置要件（以下「措置要件」と

いう。）の一に該当する事業者（事業対象者及び県団体をいう。以下

同じ。）に対し、情状に応じて別表３各号第２欄に定めるところによ

り、又は府省等において講じられる措置に応じて、期間を定め、補

助金交付停止措置（事業対象者に対しては肥育牛の個体登録を停止

すること（この措置の措置期間に満１７か月齢に達する日が属する

牛の全頭について個体登録台帳に記載を行わないことをいう。）に

よる肥育牛補塡金の交付停止措置をいう。以下同じ。）を行うものと

する。ただし、当該事業者が、措置要件の一に該当する行為（以下

「該当行為」という。）の事実について速やかに報告し、十分な再

発防止体制を整備する等情状酌量すべき特別の事情がある場合に

おいて、当該行為の悪質性の程度を考慮し相当と認めるときは、補

助金交付停止措置を行わないことができる。 

（２）（１）の本文の場合において、当該措置の対象となる補助金等（肥

育牛補塡金を含む。以下同じ。）のうち、当該補助金等を補助金交付

停止措置の対象とすることにより、当該補助金等に係る予算の目的

を達成できないこととなる可能性が相当程度高い場合には、当該補

助金等の全部又は一部を当該補助金交付停止措置の対象としない

ことができる。 

（３）事業者が措置要件のいずれにも該当したときの補助金交付停止措

置の期間（以下「補助金交付停止期間」という。）は、別表３第１

号第２欄に定める期間とする。 

（４）事業者が補助金交付停止期間の満了後１年を経過するまでの間

（補助金交付停止期間中を含む。）に、措置要件に該当することと

なった場合における補助金交付停止期間の短期及び長期の期間は、

それぞれ別表３各号第２欄に定める短期及び長期の２倍の期間と

する。 

（５）理事長は、当該事業者について、極めて悪質な事由があるとき又

は該当行為により極めて重大な結果を生じたときには、補助金交付
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停止期間を別表３各号第２欄に定める長期の２倍まで延長するこ

とができる。 

（６）理事長は、補助金交付停止期間中の事業者について、情状酌量す

べき特別の事由又は極めて悪質な事由が明らかになったときは、別

表３各号及び前各項に定める期間の範囲内で補助金交付停止期間

を変更することができる。 

（７）理事長は、補助金交付停止期間中の事業者が当該事案について責

を負わないことが明らかとなったと認める場合その他当該事業者

について補助金交付停止措置を継続することが適切ではないとき

は、当該事業者について補助金交付停止措置を解除し、又は、補助

金交付停止期間を変更することができる。 

（８）別表３各号に掲げる措置要件について、補助金交付停止措置を受

けた事業者以外の他の事業者が関与している場合には、当該事業者

についても、また、前各号の規定を適用する。 

（９）理事長は、（１）の規定により補助金交付停止措置を行い、若し

くは（５）、（６）若しくは（７）の規定により補助金交付停止措

置の措置期間を変更し、又は（７）の規定により補助金交付停止措

置を解除したときは、当該事業者に対し、遅滞なく通知するものと

する。ただし、県団体が第６の４の（５）に規定する承認を受けて

補助金交付停止措置（当該措置の措置期間の変更及び当該措置の解

除を含む。）を行うときは、県団体は、契約生産者に対し、遅滞な

く通知するものとする。 

 ６ 暴力団等の反社会的勢力の排除について 

 （１）理事長は、肥育事業者（その代表者又は役員等を含む。）が暴力団

員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員に該当する者（以下「暴力団等の

反社会的勢力」という。）であることが判明した場合には、当該肥

育事業者に対して、事業の参加を取り消すこと及び肥育牛補塡金を

交付せず、又は既に交付した肥育牛補塡金を返還させることができ

るものとする。 

 （２）県団体は、契約生産者（その代表者又は役員等を含む。）が暴力団

等の反社会的勢力であることが判明した場合には、当該契約生産者

に対して、交付契約を解除すること及び肥育牛補塡金を交付せず、

又は既に交付した肥育牛補塡金を返還させることができるものと

する。 
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第８ 基金の管理状況報告等 

１ 四半期ごとの基金の管理状況報告 

県団体は、各四半期末現在の肥育安定基金の管理状況について、各

四半期の翌月の１５日までに、別紙様式第９号の肉用牛肥育経営安定

特別対策事業基金管理状況報告書を作成の上、理事長に提出するもの

とする。 

２ 基金の管理状況報告 

県団体は、毎年度、肥育安定基金の管理状況について、事業の完了

した日から起算して１か月を経過した日（肥育安定基金を閉鎖した場

合にあっては、閉鎖した日から起算して１か月以内）までに、実績等

報告書を作成の上、理事長に提出するものとする。 

３ 基金造成の報告 

県団体は、毎年度、当該年度に係る機構からの補助金について、肥

育安定基金に入金管理が完了した日から起算して１か月を経過した

日までに、実績等報告書を作成の上、理事長に提出するものとする。 

 

第９ 事業の推進指導等 

１ 県団体は、農林水産省、機構及び都道府県の指導の下、関係機関・

関係団体との連携及び契約生産者に対する第２の１の（１）及び２の

事業の趣旨、内容等の周知徹底に努めるとともに、事業の適正かつ円

滑な実施を図るものとする。 

２ 県団体は、「環境と調和のとれた農業生産活動規範について」（平成

１７年３月３１日付け１６生産第８３７７号農林水産省生産局長通

知。以下「環境規範」という。）に基づき、原則として、業務対象年間

中に１回以上、契約生産者が作成する環境規範点検シートを受け取る

こと等により、環境と調和のとれた農業生産活動が行われるよう努め

るものとする。ただし、契約生産者が、ＧＡＰ取得チャレンジシステ

ムと同等以上の水準の取組を実施する場合は、この限りでない。 

３ 肥育事業者は、第２の１の（２）の事業の実施に当たっては環境規

範に基づき、環境規範点検シートを作成の上、理事長に提出するもの

とする。ただし、ＧＡＰ取得チャレンジシステムと同等以上の水準の

取組を実施する場合は、この限りでない。 

４ 機構及び県団体は、配合飼料価格安定制度の安定的な運営を確保す

るため、事業対象者であって、配合飼料を利用し平成２７年度に「配

合飼料価格安定対策事業実施要綱」（昭和５０年２月１３日付け５０

畜Ｂ第３０２号農林事務次官依命通知）に定める「配合飼料価格安定
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基金」が定める業務方法書に基づく配合飼料の価格差補塡に関する基

本契約及び配合飼料の価格差補塡に関する毎年度行われる数量契約

（以下「契約」という。）の締結をしている者が、引き続き平成２８年

度において契約を締結していることを確認するものとする。ただし、

自給飼料への転換等により、配合飼料価格安定制度の加入を取りやめ

た場合は、この限りではない。 

５ 都道府県は、この事業の適正かつ円滑な推進を図るため、事業の趣

旨及び内容等の周知徹底、平均粗収益の算定に必要なデータの収集及

び機構への提供、県団体及び契約生産者等に対する指導その他必要な

支援に努めるものとする。 

第１０ 報告及び調査 

１ 機構は、必要があると認めたときは、県団体に対し、交付契約の締

結状況、事業対象牛の頭数、契約生産者積立金の積立状況その他必要

な事項について調査し、報告を求めることができるものとする。 

２ 機構は、この要綱に定めるもののほか、第２の１の（２）の事業の

実施及び実績について、必要に応じ、肥育事業者に対し調査し、報告

を求めることができるものとする。 

３ 県団体は、必要があると認めたときは、契約生産者に対し、交付契

約の履行状況、事業対象牛の頭数、契約生産者積立金の積立状況その

他必要な事項について調査し、報告を求めることができるものとする。 

 

第１１ 消費税及び地方消費税の取扱い 

１ 県団体は、機構に対して補助金交付申請書を提出するに当たり、当

該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額（補助対象経費に含まれ

る消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年

法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる

部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規

定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて

得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合

には、これを当該補助金の交付申請額から減額して申請しなければな

らない。ただし、当該補助金交付申請書の提出時において当該補助金

に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかでない場合は、この限り

ではない。 

２ 県団体は、１のただし書により申請をした場合において、実績等報

告書を提出するに当たって、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等

相当額が明らかになった場合は、これを補助金額から減額して報告し
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なければならない。 

３ 県団体は、１のただし書により申請をした場合において、実績等報

告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該

補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、別紙

様式第１０号の肉用牛肥育経営安定特別対策事業に係る仕入れに係

る消費税等相当額報告書（以下「消費税等相当額報告書」という。）を

速やかに理事長に提出するとともに、その金額（２の規定に基づき減

額した場合は、その減じた額を上回る部分の金額）を機構に返還しな

ければならない。 

  また、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかにな

らない場合又はない場合であっても、その状況等について、補助金適

正化法第１５条の補助金の額の確定通知のあった日の翌年６月３０

日までに消費税等相当額報告書により理事長に報告しなければなら

ない。 

４ 県団体は、肥育安定基金を閉鎖した後において、消費税及び地方消

費税の申告により事業経費に係る仕入れに係る消費税等相当額が確

定した場合は、消費税等相当額報告書を理事長に提出するとともに、

その額（２の規定に基づき減額した場合は、その減じた額を上回る部

分の額）を機構に返還しなければならない。 

 

第１２ 帳簿等の整備保管 

事業実施主体は、この事業に係る経理を適正に行うとともに、その

内容を明らかにした帳簿及び関係書類を整備して保管するものとす

る。ただし、その保存期間は、事業の完了した年度（基金の収入、支

出に関する帳簿等は肥育安定基金を閉鎖した年度）の翌年度から起算

して５年間とする。 

 

第１３ その他 

この要綱に定めるもののほか、この事業の実施につき必要な事項に

ついては、理事長が別に定めることができるものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 平成２７年度に終了した事業については、この要綱の制定前の肉用牛

肥育経営安定特別対策事業実施要綱（平成２５年４月１日付け２４農畜

機第５４７８号。以下「旧要綱」という。）の規定は、なお効力を有する
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ものとする。 

３ 旧要綱第６の４の（３）の事業対象牛（肥育牛補塡金の交付対象とな

った牛を除く。以下「旧要綱事業対象牛」という。）については、旧要綱

第１の肥育事業者に係る旧要綱事業対象牛にあっては要綱第６の４の

（２）の機構が備える台帳に、旧要綱第２の１の（１）の契約生産者に

係る旧要綱事業対象牛にあっては要綱第６の４の（２）の県団体が備え

る台帳に、それぞれ記載された牛とみなすものとする。  

４ 県団体は、旧要綱事業対象牛のうち、旧要綱第６の７の（１）の規定

により契約生産者が契約生産者積立金を納付した牛（旧要綱第３の１の

（６）のなお書の規定により契約生産者積立金相当額を肥育安定基金の

残額の範囲で優先して返還された牛に限る。以下「積立金納付牛」とい

う。）について、契約生産者から契約生産者積立金を徴するものとする。 

５ 契約生産者は、４の規定により県団体から積立金納付牛について契約

生産者積立金を徴された場合、県団体が別に定める期限までに契約生産

者積立金を県団体に納付しなければならないものとする。  

６ 旧要綱事業対象牛のうち、旧要綱第６の７の（１）の規定により肥育

事業者が肥育事業者積立金を納付した牛にあっては、要綱第６の７の

（１）の規定により肥育事業者が肥育事業者積立金を納付したものとみ

なすものとする。 

７ 旧要綱附則１１又は旧要綱附則１９の規定により生産者積立金の納

付を免除された旧要綱事業対象牛（以下「旧要綱免除牛」という。）につ

いて、要綱第６の１１の規定により肥育牛補塡金を交付する場合は、補

塡金単価の４分の３に相当する額とする。 

８ 契約生産者は、旧要綱免除牛（肥育牛補塡金の交付対象となった牛を

除く。）について、県団体が別に定める期限までに契約生産者積立金を

県団体に納付することができるものとする。  

９ ８の規定により契約生産者積立金を納付した旧要綱免除牛について、

要綱第６の１１の規定により肥育牛補塡金を交付する場合は、要綱第６

の９の規定により算定された補塡金単価の額とする。 

１０ 平成２８年４月１日から当分の間、規定中「四半期」とあるのは、

「月」に読み替えるものとする。ただし、要綱第６の９の（２）のイの

規定中「第１四半期」とあるのは「４月」に、「第２四半期」とあるのは

「５月」に、それぞれ読み替えるものとする。なお、平成２８年４月に

販売された事業対象牛から、当分の間、理事長が別に定める方法により、

四半期の最終月以外に販売された事業対象牛について、肥育牛補塡金の

概算払を行うこととし、その精算払は、当該四半期の最終月に販売され
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た事業対象牛の肥育牛補塡金の交付の際に行うものとする。  

１１ ４の規定により県団体が契約生産者から契約生産者積立金を徴す

る積立金納付牛のうち、平成２８年４月及び５月に販売された事業対象

牛について、契約生産者積立金の納付前に１０の肥育牛補塡金の概算払

を行うことができるものとする。ただし、その場合であっても、５の県

団体が別に定める期限までに契約生産者積立金の納付がなかった場合

は、１０の規定により概算払を行った肥育牛補塡金を返還させるものと

する。 

１２ 旧要綱附則（平成２７年４月１日付け２６農畜機第５７６４号）１

の規定により平成２７年度の間に旧要綱第６の２のただし書の規定を

適用しなかった肥育牛生産者に限り、要綱第６の２のただし書中の「農

業協同組合法（昭和２２年法律第１３２号）第１１条の５１の規定に定

める農業経営規程を定め、農業の経営を行っている者」には、「今業務

対象年間（平成２８年度から平成３０年度の３年間をいう。以下同じ。）

中に農業経営規程を定め、農業の経営を行うことが確実である者」と理

事長が認める者を含むものとする。ただし、その場合であっても、今業

務対象年間中に農業経営規程を定められない場合は、今業務対象年間に

交付した肥育牛補塡金を返還させることができるものとする。 

１３ 本事業においては、畜産業振興事業に係る補助金交付の停止措置に

ついて（平成２６年３月３１日付け２５農畜機第５３７６号）は、当分

の間、適用しない。 

１４ 平成２８年熊本地震に伴い市町村（以下「震災対象市町村」という。）

から、当該地震等による畜産関連施設（６次産業化関連施設を除く。以

下同じ。）の被害（以下１４から２２において「被害」という。）を証明

する書面の交付を受けた事業対象者が、当該震災対象市町村の区域で肥

育を開始し被害の事実が発生した日（平成２８年４月１４日以降の日に

限る。以下１４から２２において同じ。）に飼養していた牛（被害の事

実が発生した日において、満１４か月齢以上の牛は除く。）及び被害の

事実が発生した日から平成２８年９月末日までの間に導入する牛につ

いて、平成２８年９月末日までに満１４か月齢に達する日を迎える牛に

限り、要綱第６の４の（１）の規定中「満１４か月齢に達する日」とあ

るのは「満１７か月齢に達する日」に読み替えるものとする。 

１５ 震災対象市町村から、被害を証明する書面の交付を受けた事業対象

者については、平成２８年４月１日から平成２８年９月末日までの間に

納付期限が到来する要綱第６の７の（１）に規定する生産者積立金につ

いて、その納付を免除できるものとする。 
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１６ 震災対象市町村から、被害を証明する書面の交付を受けた契約生産

者については、平成２８年４月１日から平成２８年９月末日までの間に

納付期限が到来する附則５に規定する契約生産者積立金について、その

納付を免除できるものとする。 

１７ １５及び１６の規定により生産者積立金又は契約生産者積立金の

納付を免除された事業対象牛について、要綱第６の１１の規定により肥

育牛補塡金を交付する場合は、補塡金単価の４分の３に相当する額とす

る。 

１８ 震災対象市町村から、被害を証明する書面の交付を受けた事業対象

者が当該震災対象市町村の区域で肥育を開始し、被害の事実が発生した

日に飼養していた牛であって、被害の事実が発生した日から平成２８年

９月末日までに販売する牛（要綱第６の４の（１）に規定する登録申込

書が被害の事実が発生した日までに提出された牛であって、食肉として

販売された牛に限る。）について、要綱第６の１０の（１）の規定中「満

１７か月齢以上」とあるのは「満１２か月齢以上」に、要綱第６の１０

の（３）の規定中「おおむね１０か月以上連続した期間（契約生産者の

事業対象牛にあっては、県団体の区域の都道府県内においておおむね 

１０か月以上連続した期間）肥育されていること」とあるのは「期間に

かかわらず肥育されていること（契約生産者の事業対象牛にあっては、

県団体の区域の都道府県内において期間にかかわらず肥育されている

こと）」に、それぞれ読み替えるものとする。 

１９ 震災対象市町村から、被害を証明する書面の交付を受けた契約生産

者が当該震災対象市町村の区域において肥育を開始した牛であって、被

害の事実が発生した日に飼養していた牛（被害の事実が発生した日から

平成２８年９月末日までの連続した期間、当該震災対象市町村の属する

都道府県内で肥育されている牛は除く。）について、要綱第６の４の（２）

のウの規定は適用しないものとする。 

２０ 震災対象市町村から、被害を証明する書面の交付を受けた契約生産

者が当該震災対象市町村の区域において肥育を開始した牛であって、被

害の事実が発生した日に飼養していた牛（被害の事実が発生した日から

平成２８年９月末日までの連続した期間、当該震災対象市町村の属する

都道府県内で肥育されている牛は除く。）について、要綱第６の１０の

（３）の規定中「県団体の区域の都道府県内においておおむね１０か月

以上連続した期間」とあるのは、「おおむね１０か月以上連続した期間」

と読み替えるものとする。 

２１ 震災対象市町村から、被害を証明する書面の交付を受けた契約生産
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者が当該震災対象市町村の区域において肥育を開始した牛であって、被

害の事実が発生した日に飼養していた牛（要綱別表１に規定する月齢に

達した牛は除く。ただし、要綱第６の１０に規定する理事長が適当と認

める事業対象牛については、その納付期限に係る月齢に達した牛は除

く。）について、被害の事実が発生した日から平成２８年９月末日まで

の間、要綱第６の５の（１）の規定中「肉用牛肥育経営を中止又は廃業

する場合には、県団体が別に定めるところにより、県団体に登録申込書

を提出した牛及び事業対象牛の肥育牛補塡金の対象となる権利義務を

同一都道府県内の他の契約生産者に承継できる」とあるのは「県団体が

別に定めるところにより、県団体に登録申込書を提出した牛及び事業対

象牛の肥育牛補塡金の対象となる権利義務を他の契約生産者に承継で

きる」と読み替えるものとする。 

２２ 震災対象市町村から、被害を証明する書面の交付を受けた肥育事業

者が当該震災対象市町村の区域において肥育を開始した牛であって、被

害の事実が発生した日に飼養していた牛（要綱別表１に規定する月齢に

達した牛は除く。）について、被害の事実が発生した日から平成２８年

９月末日までの間、要綱第６の５の（２）の規定中「事業を中止又は廃

止する場合には、理事長が別に定めるところにより、機構に登録申込書

を提出した牛及び事業対象牛の肥育牛補塡金の対象となる権利義務を

他の肥育事業者に承継できる」とあるのは「理事長が別に定めるところ

により、機構に登録申込書を提出した牛及び事業対象牛の肥育牛補塡金

の対象となる権利義務を他の肥育事業者に承継できる」と読み替えるも

のとする。  

２３ 平成２８年台風第７号、第１１号、第９号、第１０号及び第１６号

による大雨等に伴い市町村（以下「大雨対象市町村」という。）から畜

産関連施設の被害（以下２３から２９において「被害」という。）を証

明する書面の交付を受けた事業対象者については、平成２８年１０月１

日から平成２８年１２月末日までの間に納付期限が到来する要綱第６

の７の（１）に規定する生産者積立金の納付を免除できるものとする。 

２４ ２３の規定により生産者積立金の納付を免除された事業対象牛に

ついて、要綱第６の１１の規定により肥育牛補塡金を交付する場合は、

補塡金単価の４分の３に相当する額とする。 

２５ 大雨対象市町村から被害を証明する書面の交付を受けた事業対象

者が当該大雨対象市町村の区域において肥育を開始し、被害の事実が発

生した日（平成２８年８月１６日（平成２８年台風第１６号による大雨

等にあっては平成２８年９月１７日）以降の日に限る。以下２５から 
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２９において同じ。）に飼養していた牛であって、被害の事実が発生し

た日から平成２８年１２月末日までに販売する牛（要綱第６の４の（１）

に規定する登録申込書が被害の事実が発生した日までに提出された牛

であって、食肉として販売された牛に限る。）について、要綱第６の  

１０の（１）の規定中「満１７か月齢以上」とあるのは「満１２か月齢

以上」に、要綱第６の１０の（３）の規定中「おおむね１０か月以上連

続した期間（契約生産者の事業対象牛にあっては、県団体の区域の都道

府県内においておおむね１０か月以上連続した期間）肥育されているこ

と」とあるのは「期間にかかわらず肥育されていること（契約生産者の

事業対象牛にあっては、県団体の区域の都道府県内において期間にかか

わらず肥育されていること）」に、それぞれ読み替えるものとする。 

２６ 大雨対象市町村から被害を証明する書面の交付を受けた契約生産

者が当該大雨対象市町村の区域において肥育を開始した牛であって、被

害の事実が発生した日に飼養していた牛（被害の事実が発生した日から

平成２８年１２月末日までの連続した期間、当該大雨対象市町村の属す

る都道府県内で肥育されている牛は除く。）について、要綱第６の４の

（２）のウの規定は適用しないものとする。 

２７ 大雨対象市町村から被害を証明する書面の交付を受けた契約生産

者が当該大雨対象市町村の区域において肥育を開始した牛であって、被

害の事実が発生した日に飼養していた牛（被害の事実が発生した日から

平成２８年１２月末日までの連続した期間、当該大雨対象市町村の属す

る都道府県内で肥育されている牛は除く。）について、要綱第６の１０

の（３）の規定中「県団体の区域の都道府県内においておおむね１０か

月以上連続した期間」とあるのは、「おおむね１０か月以上連続した期

間」と読み替えるものとする。 

２８ 大雨対象市町村から被害を証明する書面の交付を受けた契約生産

者が当該大雨対象市町村の区域において肥育を開始した牛であって、被

害の事実が発生した日に飼養していた牛（要綱別表１に規定する月齢に

達した牛は除く。ただし、要綱第６の１０に規定する理事長が適当と認

める事業対象牛については、その納付期限に係る月齢に達した牛は除

く。）について、被害の事実が発生した日から平成２８年１２月末日ま

での間、要綱第６の５の（１）の規定中「肉用牛肥育経営を中止又は廃

業する場合には、県団体が別に定めるところにより、県団体に登録申込

書を提出した牛及び事業対象牛の肥育牛補塡金の対象となる権利義務

を同一都道府県内の他の契約生産者に承継できる」とあるのは「県団体

が別に定めるところにより、県団体に登録申込書を提出した牛及び事業
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対象牛の肥育牛補塡金の対象となる権利義務を他の契約生産者に承継

できる」と読み替えるものとする。 

２９ 大雨対象市町村から被害を証明する書面の交付を受けた肥育事業

者が当該大雨対象市町村の区域において肥育を開始した牛であって、被

害の事実が発生した日に飼養していた牛（要綱別表１に規定する月齢に

達した牛は除く。）について、被害の事実が発生した日から平成２８年

１２月末日までの間、要綱第６の５の（２）の規定中「事業を中止又は

廃業する場合には、理事長が別に定めるところにより、機構に登録申込

書を提出した牛及び事業対象牛の肥育牛補塡金の対象となる権利義務

を他の肥育事業者に承継できる」とあるのは「理事長が別に定めるとこ

ろにより、機構に登録申込書を提出した牛及び事業対象牛の肥育牛補塡

金の対象となる権利義務を他の肥育事業者に承継できる」と読み替える

ものとする。 

３０ 平成２９年の梅雨期（６月７日から７月２７日）における豪雨及び

暴風雨に伴い市町村（以下「平成２９年梅雨期豪雨対象市町村」という。）

から、畜産関連施設の被害（以下３２から３６において「被害」という。）

を証明する書面の交付を受けた事業対象者については、平成２９年８月

１日から平成２９年１０月末日までの間に納付期限が到来する要綱第

６の７の（１）に規定する生産者積立金について、その納付を免除でき

るものとする。 

３１ ３０の規定により生産者積立金の納付を免除された事業対象牛に

ついて、要綱第６の１１の規定により肥育牛補塡金を交付する場合は、

補塡金単価の４分の３に相当する額とする。 

３２ 平成２９年梅雨期豪雨対象市町村から被害を証明する書面の交付

を受けた事業対象者が、当該平成２９年梅雨期豪雨対象市町村の区域に

おいて肥育を開始し、被害の事実が発生した日（平成２９年６月７日以

降の日に限る。以下３２から３６において同じ。）に飼養していた牛で

あって、被害の事実が発生した日から平成２９年１０月末日までに販売

する牛（要綱第６の４の（１）に規定する登録申込書が被害の事実が発

生した日までに提出された牛であって、食肉として販売された牛に限

る。）について、要綱第６の１０の（１）の規定中「満１７か月齢以上」

とあるのは「満１２か月齢以上」に、要綱第６の１０の（３）の規定中

「おおむね１０か月以上連続した期間（契約生産者の事業対象牛にあっ

ては、県団体の区域の都道府県内においておおむね１０か月以上連続し

た期間）肥育されていること」とあるのは「期間にかかわらず肥育され

ていること（契約生産者の事業対象牛にあっては、県団体の区域の都道
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府県内において期間にかかわらず肥育されていること）」に、それぞれ

読み替えるものとする。 

３３ 平成２９年梅雨期豪雨対象市町村から被害を証明する書面の交付

を受けた契約生産者が、当該平成２９年梅雨期豪雨対象市町村の区域に

おいて肥育を開始した牛であって、被害の事実が発生した日に飼養して

いた牛（被害の事実が発生した日から平成２９年１０月末日までの連続

した期間、当該平成２９年梅雨期豪雨対象市町村の属する都道府県内で

肥育されている牛は除く。）について、要綱第６の４の（２）のウの規定

は適用しないものとする。 

３４ 平成２９年梅雨期豪雨対象市町村から被害を証明する書面の交付

を受けた契約生産者が、当該平成２９年梅雨期豪雨対象市町村の区域に

おいて肥育を開始した牛であって、被害の事実が発生した日に飼養して

いた牛（被害の事実が発生した日から平成２９年１０月末日までの連続

した期間、当該平成２９年梅雨期豪雨対象市町村の属する都道府県内で

肥育されている牛は除く。）について、要綱第６の１０の（３）の規定中

「県団体の区域の都道府県内においておおむね１０か月以上連続した

期間」とあるのは、「おおむね１０か月以上連続した期間」と読み替え

るものとする。 

３５ 平成２９年梅雨期豪雨対象市町村から被害を証明する書面の交付

を受けた契約生産者が、当該平成２９年梅雨期豪雨対象市町村の区域に

おいて肥育を開始した牛であって、被害の事実が発生した日に飼養して

いた牛（要綱別表１に規定する月齢に達した牛は除く。また、要綱第６

の１０に規定する理事長が適当と認める事業対象牛については、その納

付期限に係る月齢に達した牛は除く。）について、被害の事実が発生し

た日から平成２９年１０月末日までの間、要綱第６の５の（１）の規定

中「肉用牛肥育経営を中止又は廃業する場合には、県団体が別に定める

ところにより、県団体に登録申込書を提出した牛及び事業対象牛の肥育

牛補塡金の対象となる権利義務を同一都道府県内の他の契約生産者に

承継できる」とあるのは「県団体が別に定めるところにより、県団体に

登録申込書を提出した牛及び事業対象牛の肥育牛補塡金の対象となる

権利義務を他の契約生産者に承継できる」と読み替えるものとする。 

３６ 平成２９年梅雨期豪雨対象市町村から被害を証明する書面の交付

を受けた肥育事業者が、当該平成２９年梅雨期豪雨対象市町村の区域に

おいて肥育を開始した牛であって、被害の事実が発生した日に飼養して

いた牛（要綱別表１に規定する月齢に達した牛は除く。）について、被

害の事実が発生した日から平成２９年１０月末日までの間、要綱第６の
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５の（２）の規定中「事業を中止又は廃業する場合には、理事長が別に

定めるところにより、機構に登録申込書を提出した牛及び事業対象牛の

肥育牛補塡金の対象となる権利義務を他の肥育事業者に承継できる」と

あるのは「理事長が別に定めるところにより、機構に登録申込書を提出

した牛及び事業対象牛の肥育牛補塡金の対象となる権利義務を他の肥

育事業者に承継できる」と読み替えるものとする。 

３７ 平成２９年１１月から平成３０年３月までの間における数度にわ

たる大雪に伴い、畜産関連施設の被害（以下３９から４３において「平

成２９年度大雪被害」という。）を証明する書面の交付を当該施設の所

在する市町村から受けた事業対象者については、平成３０年３月に納付

期限が到来する要綱第６の７の（１）に規定する生産者積立金について、

その納付を免除できるものとする。 

３８ ３７の規定により生産者積立金の納付を免除された事業対象牛に

ついて、要綱第６の１１の規定により肥育牛補塡金を交付する場合は、

補塡金単価の４分の３に相当する額とする。 

３９ 平成２９年度大雪被害を証明する書面の交付を当該施設の所在す

る市町村から受けた事業対象者が、当該市町村の区域において肥育を開

始し、平成２９年度大雪被害の事実が発生した日（平成２９年１１月１

日以降の日に限る。以下３９から４３において同じ。）に飼養していた

牛であって、平成２９年度大雪被害の事実が発生した日から平成３０年

３月末日までに販売する牛（要綱第６の４の（１）に規定する登録申込

書が平成２９年度大雪被害の事実が発生した日までに提出された牛で

あって、食肉として販売された牛に限る。）について、要綱第６の１０

の（１）の規定中「満１７か月齢以上」とあるのは「満１２か月齢以上」

に、要綱第６の１０の（３）の規定中「おおむね１０か月以上連続した

期間（契約生産者の事業対象牛にあっては、県団体の区域の都道府県内

においておおむね１０か月以上連続した期間）肥育されていること」と

あるのは「期間にかかわらず肥育されていること（契約生産者の事業対

象牛にあっては、県団体の区域の都道府県内において期間にかかわらず

肥育されていること）」に、それぞれ読み替えるものとする。 

４０ 平成２９年度大雪被害を証明する書面の交付を当該施設の所在す

る市町村から受けた契約生産者（以下４１及び４２において「被害契約

生産者」という。）が、当該市町村の区域において肥育を開始した牛で

あって、平成２９年度大雪被害の事実が発生した日に飼養していた牛

（平成２９年度大雪被害の事実が発生した日から平成３０年３月末日

までの連続した期間、当該市町村の属する都道府県内で肥育されている
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牛は除く。）について、要綱第６の４の（２）のウの規定は適用しないも

のとする。 

４１ 被害契約生産者が、当該市町村の区域において肥育を開始した牛で

あって、平成２９年度大雪被害の事実が発生した日に飼養していた牛

（平成２９年度大雪被害の事実が発生した日から平成３０年３月末日

までの連続した期間、当該市町村の属する都道府県内で肥育されている

牛は除く。）について、要綱第６の１０の（３）の規定中「県団体の区域

の都道府県内においておおむね１０か月以上連続した期間」とあるのは、

「おおむね１０か月以上連続した期間」と読み替えるものとする。 

４２ 被害契約生産者が、当該市町村の区域において肥育を開始した牛で

あって、平成２９年度大雪被害の事実が発生した日に飼養していた牛

（要綱別表１に規定する月齢に達した牛は除く。また、要綱第６の１０

に規定する理事長が適当と認める事業対象牛については、その納付期限

に係る月齢に達した牛は除く。）について、平成２９年度大雪被害の事

実が発生した日から平成３０年３月末日までの間、要綱第６の５の（１）

の規定中「肉用牛肥育経営を中止又は廃業する場合には、県団体が別に

定めるところにより、県団体に登録申込書を提出した牛及び事業対象牛

の肥育牛補塡金の対象となる権利義務を同一都道府県内の他の契約生

産者に承継できる」とあるのは「県団体が別に定めるところにより、県

団体に登録申込書を提出した牛及び事業対象牛の肥育牛補塡金の対象

となる権利義務を他の契約生産者に承継できる」と読み替えるものとす

る。 

４３ 平成２９年度大雪被害を証明する書面の交付を当該施設の所在す

る市町村から受けた肥育事業者が、当該市町村の区域において肥育を開

始した牛であって、平成２９年度大雪被害の事実が発生した日に飼養し

ていた牛（要綱別表１に規定する月齢に達した牛は除く。）について、

平成２９年度大雪被害の事実が発生した日から平成３０年３月末日ま

での間、要綱第６の５の（２）の規定中「事業を中止又は廃業する場合

には、理事長が別に定めるところにより、機構に登録申込書を提出した

牛及び事業対象牛の肥育牛補塡金の対象となる権利義務を他の肥育事

業者に承継できる」とあるのは「理事長が別に定めるところにより、機

構に登録申込書を提出した牛及び事業対象牛の肥育牛補塡金の対象と

なる権利義務を他の肥育事業者に承継できる」と読み替えるものとする。 

４４ 平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日に販売した事業対

象牛の補塡金単価の上限については、要綱第６の９の（３）の規定中「平

均粗収益と平均生産費との差額の８割（百円未満切捨て）」とあるのは
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「平均粗収益と平均生産費との差額の９割（百円未満切捨て）」と読み

替えるものとする。 

４５ ３７の規定により生産者積立金の納付を免除された事業対象者は、

その対象期間を平成３０年６月末日まで継続する。ただし、平成２９年

１１月から３月までの間における数度にわたる大雪に伴い、畜産関連施

設の被害を証明する書面の交付を当該施設の所在する市町村から受け

た事業対象者のうち、平成３０年３月に納付期限が到来する事業対象牛

がない場合、平成３０年４月１日から６月末日までに納付期限が到来す

る要綱第６の７の（１）に規定する生産者積立金について、その納付を

免除できるものとする。 

４６ ４５の規定により生産者積立金の納付を免除された事業対象牛に

ついて、要綱第６の１１の規定により肥育牛補塡金を交付する場合は、

補塡金単価の４分の３に相当する額とする。 

 

附 則（平成２８年５月９日付け２８農畜機第７５２号） 

 この要綱の改正は、平成２８年５月９日から施行し、平成２８年４月１

日から適用する。 

 

附 則（平成２８年１０月７日付け２８農畜機第３４６５号） 

 この要綱の改正は、平成２８年１０月７日から施行し、平成２８年８月

１６日から適用する。 

 

附 則（平成２８年１０月２１日付け２８農畜機第３６８８号） 

 この要綱の改正は、平成２８年１０月２１日から施行し、平成２８年９

月１７日から適用する。 

 

附 則（平成２９年８月９日付け２９農畜機第２６９８号） 

 この要綱の改正は、平成２９年８月９日から施行し、平成２９年６月７

日から適用する。 

 

附 則（平成３０年３月１６日付け２９農畜機第６６５４号） 

 この要綱の改正は、平成３０年３月１６日から施行し、平成２９年１１

月１日から適用する。 

 

附 則（平成３０年３月２２日付け２９農畜機第６８１０号） 

 この要綱の改正は、平成３０年４月１日から施行する。 
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附 則（平成３０年４月１３日付け３０農畜機第３６２号） 

 この要綱の改正は、平成３０年４月１３日から施行し、平成３０年４

月１日から適用する。 
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別表１ 

品種区分  品種  納付期限  

１ 肉専用種  （１）黒毛和種  満２５か月齢に達する

日の属する月 

（２）褐毛和種  満２２か月齢に達する

日の属する月 

（３）日本短角種、無角和

種、アンガス種及びヘ

レフォード種その他牛

肉生産を主たる目的と

して飼養している牛の

品種  

満２０か月齢に達する

日の属する月 

２ 交雑種  肉専用種と乳用種の交配

により生産された牛の品種  

満２２か月齢に達する

日の属する月  

３ 乳用種   ホルスタイン種及びジャ

ージー種その他雌牛が搾乳

を主たる目的として飼養し

ている牛の品種  

満１８か月齢に達する

日の属する月  

 ただし、第６の１０のただし書に規定する理事長が適当と認める事業対

象牛にあっては、理事長が別に定める納付期限とする。 
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別表２ 

事業種類 補助対象経費 補助率 

１ 肥育牛

補塡金交

付対策 

 

 

 

 

 

 

 

２ 肥育経

営安定推

進 

 

 

 

 

 

（１）県団体が肥育安定基金を造成するのに要

する経費 

 

 

 

（２）肥育事業者が肥育牛補塡金の交付を受

けるために要する経費  

 

 

 

１の（１）の事業を円滑に実施するため、次

に掲げる業務を実施するために要する経費  

（１）都道府県を区域とした会議の開催  

（２）普及及び啓発活動  

（３）調査及び指導等  

（４）その他肥育牛補塡金の円滑な交付業務を

推進するために必要な業務  

 

第６の６の生

産者積立金の額

に３を乗じた額

以内とする。 

 

第 ６ の ９ の

（３）の補塡金単

価の３／４以内

とする。 

 

定 額 
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別表３  

号 第１欄 

（措置要件） 

第２欄 

（補助金交付停止期間） 

１ （畜産物の生産・流通・消費に関する法令への違

反行為） 

事業者（この号においては、その役員又は使

用人を含む。）が畜産の生産・流通・消費に関す

る法令に違反した容疑により公訴を提起された

場合において、その行為態様、代表役員の関与

の有無、当該行為が行われた期間及び社会的影

響等を総合的に勘案して、補助金交付の相手方

として不適当であると認められるとき 

 

 

当該認定をした日から２

月以上１２月以内 

 

２ （前号に掲げる法令以外の法令への違反行為） 

前号に掲げる場合のほか、事業者（この号にお

いては、その代表役員を含む。）が禁こ以上の刑に

当たる犯罪の容疑により公訴を提起され、又は禁

こ以上の刑若しくは刑法（明治４０年法律第４５

号）の規定による罰金刑の言い渡しを受けた場合

において、その行為態様及び社会的影響等を総合

的に勘案して、補助金交付の相手方として不適当

であると認められるとき 

 

当該認定をした日から１

月以上１２月以内 
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別紙様式第１号  

 
平成 年度肉用牛肥育経営安定特別対策事業実施計画（変更）  

承認申請書  

 
番   号  

年 月 日  

 
独立行政法人農畜産業振興機構  

理事長       殿  

 
住   所            

団 体 名            

代表者氏名          印  

 
 平成  年度において、下記のとおり事業を実施（又は変更）したいの

で、肉用牛肥育経営安定特別対策事業実施要綱第５の３（又は第５の４）

の規定に基づき、申請します。  

 
記 

 
（注）事業実施計画を変更する場合は、「事業の目的」とあるのは「計画変

更の理由」と書き換えること。また、「事業に要する経費及び負担区

分」は、変更前の金額を上段に括弧書きで記載すること。  
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１ 事業の目的  

 
２ 事業の内容 

別紙のとおり 

 

３ 事業に要する経費及び負担区分          （単位：円） 

区 分 
事業費 

①＝②＋③ 

負担区分 

機構 

補助金② 

その他 

③ 

 

肥育安定基金を造成するの

に要する経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 事業開始及び完了予定年月日  

  平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日  
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別紙  

 

１ 契約生産者数         人 

 

２ 肥育安定基金造成計画  

（１）肥育安定基金造成見込頭数            （単位：頭） 

品種区分  平成 年度  平成 年度  平成 年度  合 計 

肉専用種     

交 雑 種     

乳 用 種     

合 計     

（注１）各年度において契約生産者積立金の納付が見込まれる頭数を記載すること。 

（注２）２年度以降にあっては、前年度以前の欄は実績頭数を記載すること。  

（注３）地域算定を行う県団体であって、品種ごとに補塡金単価の算定を行う場合

は、品種区分の欄に当該品種を追加して記載すること。  

 
（２）肥育安定基金造成計画（平成  年度）  

品種  

区分  

事業対象牛 

見込頭数 

①  

契約生産者 

積立金 

単 価 

②  

肥育安定基金の負担区分  
事業費  

⑤＝ 

③＋④ 

機構補助金 

③＝ 

①×②×３ 

契約生産者積立金 

④＝ 

①×② 

その他 

積立金 

肉専用種 
頭 円/頭 円 円 円 円

交 雑 種       

乳 用 種       

合 計       

（注１）事業対象牛見込頭数欄は、４月１日から３月３１日までの間に契約生産

者積立金の納付が見込まれる頭数を記載すること。  

（注２）契約生産者積立金の単価を定める場合は、積算基礎を添付すること。  

（注３）地域算定を行う県団体であって、品種ごとに補塡金単価の算定を行う場

合は、品種区分の欄に当該品種を追加して記載すること。  

 
３ 添付書類 

（１）別添「要綱第６の１０のただし書の規定に基づく承認申請について」

（該当がある場合に限る。）  
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（２）補塡金単価の算定計画（地域算定を行う県団体に限る。）  

（３）その他参考資料（手数料を徴収する場合に限り、手数料の単価及び

その積算根拠を添付すること。）  
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別添 要綱第６の１０のただし書の規定に基づく承認申請について 

 

１ 飼養方式の基準等 

飼養区分 品種区分 概 要 基準重量（kg） 肥育期間（月） 販売月齢 

      

（注１）飼養区分欄は、飼養方式の名称を記載すること。 

（注２）概要欄には、飼養方式の概要を記載すること。 

（注３）基準重量欄には、基準となる出荷時の生体重又は枝肉重量を記載すること。 

（注４）飼養方式の概要が記載された公的機関等が作成した飼養管理基準又は肥育マニュアル等を添付すること。 

 

２ 契約生産者等                                        （単位：頭） 

飼養区分 契約生産者 
販売実績頭数 

（平成 年度） 

販売計画頭数（平成  年度） 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ２月 ３月 合計 

           

          

           

          

（注１）販売実績頭数欄には、直近１年間の当該飼養方式による肥育牛の販売実績頭数を記載すること。 

（注２）当該飼養区分による牛を販売していることが確認できる書類を添付すること。 



38 
 

別紙様式第２号  

 

平成  年度肉用牛肥育経営安定特別対策事業補助金交付申請書  

 

番   号  

年 月 日  

 

独立行政法人農畜産業振興機構  

理事長       殿  

 

住   所            

団 体 名            

代表者氏名          印  

 

平成  年度において、肉用牛肥育経営安定特別対策事業を下記の

とおり実施したいので、肉用牛肥育経営安定特別対策事業実施要綱第

７の１の（１）の規定に基づき、補助金    円を交付されたく、

関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

（注）記の記載は、事業ごとに次に掲げる様式とする。  

様式２－１ 肥育牛補塡金交付対策  

様式２－２ 肥育経営安定推進  
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様式２－１ 肥育牛補塡金交付対策  

 

１ 事業の目的  

 

２ 事業の内容 

品種  

区分  

事業対象牛  

見込頭数 

①  

契約生産者  

積立金 

単 価 

②  

肥育安定基金の負担区分  
事業費  

⑤＝  

③＋④  

機構補助金  

③= 

①×②×３ 

契約生産者積立金  

④= 

①×②  

その他  

積立金  

肉専用種  
頭 円／頭 円 円 円 円

交 雑 種       

乳 用 種       

合 計       

（注）地域算定を行う県団体であって、品種ごとに補塡金単価の算定を行う

場合は、品種区分の欄に当該品種を追加して記載すること。  

 

３ 事業に要する経費及び負担区分          （単位：円） 

区分 
事業費 

①＝②＋③ 

負担区分 

機構補助金 

② 

その他 

③ 

肥育安定基金を造成するの

に要する経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 事業実施期間  

（１）事業着手年月日   平成  年  月  日  

（２）事業完了予定年月日 平成  年  月  日  

 

５  添付書類（様式２－２で提出している場合は除く。）  

（１）定款  

（２）直近の事業（業務）報告書及び事業（業務）計画書  
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様式２－２ 肥育経営安定推進  

 

１ 事業の目的  

 

 

２ 事業の内容 

別紙「肉用牛肥育経営安定特別対策事業（肥育経営安定推進）実施

計画」のとおり 

 

３ 事業に要する経費及び負担区分          （単位：円） 

区 分 
事業費 

①＝②＋③ 

負担区分 

機構補助金 

② 

その他 

③ 

 

（１）推進会議の開催 

（２）事業の普及・啓発活動 

（３）事業に関係する調査及 

び指導等 

ア 調査・指導 

イ 経営指導 

（４）肥育牛補塡金の円滑な

交付等を行うのに要する

経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計     

（注）事業の一部を委託して実施する場合は、区分ごとにその委託費の額を

括弧書きで記載すること。 

 

４ 事業実施期間  

（１）事業着手年月日   平成  年  月  日  

（２）事業完了予定年月日 平成  年  月  日  

 

５  添付書類（様式２－１で提出している場合は除く。）  

（１）定款  

（２）直近の事業（業務）報告書及び事業（業務）計画書  
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別紙  

 

肉用牛肥育経営安定特別対策事業（肥育経営安定推進）実施計画  

 

１ 事業内容 

（１）推進会議の開催  

開催時期  開催場所  回数  出席者  内容  

        

 

                           

   

（２）事業の普及・啓発活動 

実施時期 内  容 

 

 

 

 

（３）事業に関係する調査及び指導等  

  ア 調査・指導 

実施時期 内  容 

 

 

 

 

  イ 経営指導 

実施時期 内  容 

 

 

 

 

（４）肥育牛補塡金の円滑な交付等を行うのに要する経費  

実施時期  内  容  

 

 

 

（注）（１）～（４）を委託して実施する場合は、内容の欄にその旨及

び委託先を記載すること。 
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２ 経費の積算  

（１）推進会議の開催  

区 分  事業費  積算根拠  

 

 

円   

合 計    

 

（２）事業の普及・啓発活動  

区 分  事業費  積算根拠  

 

 

円   

合 計    

 

（３）事業に関係する調査及び指導等  

  ア 調査・指導  

区 分  事業費  積算根拠  

 

 

円   

合 計    

 

イ 経営指導  

区 分  事業費  積算根拠  

 

 

円   

合 計    

 

（４）肥育牛補塡金の円滑な交付等を行うのに要する経費  

区 分  事業費  積算根拠  

 

 

円   

合 計    
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別紙様式第３号（肥育事業者）  

 

平成  年度肉用牛肥育経営安定特別対策事業補助金交付申請書  

兼概算払請求書  

 

番   号  

年 月 日  

 

独立行政法人農畜産業振興機構  

理事長       殿  

 

住     所  

氏名又は名称           印  

  

平成 年度において、肉用牛肥育経営安定特別対策事業を下記のと

おり実施したいので、肉用牛肥育経営安定特別対策事業実施要綱第７

の１の（２）の規定に基づき、補助金  円を交付されたく、関係書

類を添えて申請します。           

また、申請のとおり交付決定されたときは、概算払により金  円

を支払われたく同要綱第７の３の（３）の規定に基づき、請求します。  

 

記  
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１ 事業の内容  

事業の遂行状況等を記載すること。  

 

２ 事業に要する経費及び負担区分         （単位：円）  

区分 
事業費 

①＝②＋③ 

負担区分 

機構補助金 

② 

その他 

③ 

補塡金の交付を

受けるために要

する経費 

   期    

   期    

   期    

   期    

合 計    

 

３ 概算払請求額                  （単位：円）  

区    分 今回概算払請求額  

補 塡 金 の交 付 を受 けるために要 する

経費 
 

 

４ 事業開始及び完了予定年月日  

平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日  

 

５ 振込先金融機関名等  

（１）金融機関名     ○○銀行   ○○支店  

（２）預金の種類  

（３）口座番号  

（４）口座名義  
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別紙様式第４号  

 

平成  年度肉用牛肥育経営安定特別対策事業補助金交付変更  

承認申請書  

 

番   号  

年 月 日  

 

独立行政法人農畜産業振興機構  

理事長       殿  

 

住   所            

団 体 名            

代表者氏名          印  

  

平成  年  月  日付け  農畜機第  号で補助金交付決定

通知のあった肉用牛肥育経営安定特別対策事業の実施について、下記

のとおり変更したいので承認されたく、肉用牛肥育経営安定特別対策

事業実施要綱第７の２の（１）の規定に基づき、関係書類を添えて申

請します。  

 

記  

 

（注）記の様式は、別紙様式第２号の補助金交付申請書の記の様式に

準ずるものとする。この場合において「事業の目的」とあるのは

「変更の理由」と書き換えること。また、変更前の数値を上段に

括弧書きで記載すること。  
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別紙様式第５号（肥育事業者）  

 

平成  年度肉用牛肥育経営安定特別対策事業補助金交付変更承認  

申請書兼概算払請求書  

 

番   号  

年 月 日  

 

独立行政法人農畜産業振興機構  

理事長       殿  

 

住     所  

氏名又は名称            印  

          

平成 年 月 日付け 農畜機第 号で補助金交付決定通知のあっ

た肉用牛肥育経営安定特別対策事業の実施について、下記のとおり変

更したいので承認されたく、肉用牛肥育経営安定特別対策事業実施要

綱第７の２の（２）の規定に基づき、申請します。  

また、申請のとおり交付変更承認されたときは、概算払により金 円

を支払われたく同要綱第７の３の（３）の規定に基づき、請求します。  

 

記  

 

（注）記の記領は、別紙様式第３号の補助金交付申請書兼概算払請求

書の記の様式に準ずるものとする。この場合において、同様式中

「事業の内容」とあるのは「変更の内容」と書き換えること。  
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別紙様式第６号  

 

平成  年度肉用牛肥育経営安定特別対策事業補助金概算払請求書  

 

番   号 

年 月 日 

 

独立行政法人農畜産業振興機構 

理事長       殿 

 

住   所 

団 体 名 

代表者氏名         印  

 

平成  年  月  日付け 農畜機第  号で補助金交付決定通

知のあった肉用牛肥育経営安定特別対策事業の実施について、下記の

とおり金    円を概算払により支払われたく肉用牛肥育経営安定

特別対策事業実施要綱第７の３の（２）の規定に基づき、請求します。  

 

記  

 

（注）記の記載は、事業ごとに次に掲げる様式とする。  

様式６－１ 肥育牛補塡金交付対策 

様式６－２ 肥育経営安定推進  
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様式６－１ 肥育牛補塡金交付対策 

 

１ 肥育安定基金造成状況（平成 年 月～平成 年 月）及び概算払請求額       

品種 

区分 

交 付 

決定額 

① 

事業 

対象牛 

頭 数 

② 

契約生産者 

積立金 

単 価 

③ 

肥育安定基金の造成状況 
今回 

請求額 

⑥ 

残額 

⑦＝①- 

（④+⑥） 

機構補助金 

（既受領額） 

④ 

契約生産者積立金 

⑤＝ 

②×③ 
その他積立金 

肉専用種 

円 頭 円／頭   円 円 円 円 円

交 雑 種                                         

乳 用 種         

合 計        

（注）地域算定を行う県団体であって、品種ごとに補塡金単価の算定を行う場合は、品種区分の欄に当該品種を追加して記載すること。 

 

２ 振込先金融機関名等 

（１）金融機関名     ○○銀行   ○○支店 

（２）預金の種類 

（３）口座番号 

（４）口座名義 
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様式６－２ 肥育経営安定推進  

 
１ 概算払請求額  

交付決定  
事業遂行状況  

（平成 年 月 日現在） 既受  

領額  

④  

今回  

請求額  

⑤  

平成 年 

月 日迄  

予定出来高  

（④＋

⑤）／②  

残額  

⑥＝②－  

（④＋

⑤）  
事業費  

①  

機構  

補助金  

②  

事業費  

③  

機構  

補助金  

出来高  

③／①  

円  円  円  円  ％  円  円  ％  円  

                           

   

 

 

 

（注）請求時点での事業費の月別の支出実績及び支出計画を添付すること。 

 
２ 振込先金融機関名等  

（１）金融機関名     ○○銀行   ○○支店  

（２）預金の種類  

（３）口座番号  

（４）口座名義  
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別紙様式第７号  

 
平成  年度肉用牛肥育経営安定特別対策事業肥育牛補塡金  

交付状況報告書（     期）  

 
番   号  

年 月 日  

 
独立行政法人農畜産業振興機構  

理事長       殿  

 
住   所  

団 体 名  

代表者氏名         印  

 
平成  年  月  日付け  農畜機第  号で交付決定のあっ

た肉用牛肥育経営安定特別対策事業について、下記のとおり実施した

ので、肉用牛肥育経営安定特別対策事業実施要綱第７の４の（１）の

規定に基づき、下記のとおり報告します。  

 
記  
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肥育牛補塡金交付状況  

 

期間 品種区分 

交付対象 肥育牛補塡金 

交付日 人数 

（人） 

頭数 

（頭） 

単価 

（円/頭） 

交付額 

（円） 

 期 

肉専用種      

 

 

 

交 雑 種                 

乳 用 種     

小 計     

期 

肉専用種      

交 雑 種     

乳 用 種     

小 計     

期 

肉専用種      

交 雑 種     

乳 用 種     

小 計     

期 

肉専用種      

交 雑 種     

乳 用 種     

小 計     

合 計 

肉専用種      

交 雑 種     

乳 用 種     

合 計     

（注１）前回の報告から肥育牛補塡金交付状況に変更があった場合は、変更  

前の数値を括弧書きで記載すること。  

（注２）交付対象欄の人数は、延べ人数を記載すること。  

（注３）地域算定を行う県団体であって、品種ごとに補塡金単価の算定を行

う場合は、品種区分の欄に当該品種を追加して記載すること。 
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別紙様式第８号（県団体） 

 

平成  年度肉用牛肥育経営安定特別対策事業実績等報告書 

 

番   号 

年 月 日 

 

独立行政法人農畜産業振興機構 

理事長       殿 

 

住   所 

団 体 名 

代表者氏名        印 

 

平成 年 月 日付け 農畜機第  号で補助金交付決定通知のあ

った肉用牛肥育経営安定特別対策事業について、下記のとおり実施し

たので、肉用牛肥育経営安定特別対策事業実施要綱第７の４の（２）

の規定に基づき、実績を報告します。 

 なお、併せて精算額 金   円を交付されたく請求いたします。 

 また、平成  年度における肥育安定基金の管理状況について、同

要綱第８の２の規定に基づき、報告するとともに、肥育安定基金の造

成について、同要綱第８の３の規定に基づき、併せて報告します。 

 

記 

 

（注１）肥育安定基金の管理状況及び造成実績を併せて報告する場合は、括弧内を追記するもの

とする。この場合において、記にあっては１から８を記載すること。 

（注２）肥育安定基金の管理状況のみを報告する場合は、鑑文を「平成 年度における肥育安定

基金の管理状況について、肉用牛肥育経営安定特別対策事業実施要綱第８の２に基づき、

報告します。」と記載するものとする。この場合において、記にあっては７のみを記載する

こと。 

（注３）基金の造成実績のみを報告する場合は、鑑文を「平成 年  月  日付け 農畜機第  号

で補助金交付決定通知のあった肉用牛肥育経営安定特別対策事業に係る基金造成について

は、下記のとおり実施したので、肉用牛肥育経営安定特別対策事業実施要綱第８の３の規

定に基づき、報告します。」と記載するものとする。この場合において、記にあっては１及

び８を記載するものとし、「８」を「２」と書き換えること。 
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１ 事業の目的 

 

 

２ 事業の内容  

別紙「肉用牛肥育経営安定特別対策事業実績報告書」のとおり 

 

３ 事業に要した経費及び負担区分 

（１）肥育牛補塡金交付対策            （単位：円） 

区 分 
事業費 

①＝②＋③ 

負担区分 

機構 

補助金② 

その他 

③ 

 

県団体が肥育安定基金を造

成するのに要した経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）肥育経営安定推進               （単位：円） 

区 分 
事業費 

①＝②＋③ 

負担区分 

機構 

補助金② 

その他 

③ 

 
ア 推進会議の開催 

イ 事業の普及・啓発活動 

ウ 事業に関係する調査及  

び指導等  

（ア）調査・指導  

（イ）経営指導 

エ  肥育牛補塡金の円滑な

交付等を行うのに要した

経費  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計     

（注）事業の一部を委託して実施した場合は、区分ごとにその委託費

の額を括弧書きで記載すること。  
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４ 事業に係る精算額                （単位：円）  

区 分  
交付決定額  

①  

補助金  

実績額  

②  

既概算払  

受領額  

③  

差引  

精算額  

④＝②－③  

     

合 計      

 
５ 事業実施期間  

 

 
６ 振込先金融機関名等  

（１）金融機関名    ○○銀行    ○○支店  

（２）預金の種類  

（３）口座番号  

（４）口座名義  

 
７ 肥育安定基金の管理状況  

  別紙「肉用牛肥育経営安定特別対策事業基金管理状況報告書（平

成 年 月  日現在）」のとおり  

 
８ 基金造成額及び造成年月日  

  別紙「肉用牛肥育経営安定特別対策事業基金造成実績報告書」の

とおり  
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別紙 肉用牛肥育経営安定特別対策事業実績報告書  

 
１ 肥育牛補塡金交付対策  

（１）肥育安定基金の造成実績  

品種  

区分  

事業対象牛 

頭数 

①  

契約生産者 

積立金 

単 価 

②  

肥育安定基金の負担区分  
事業費  

⑤＝ 

③＋④ 

機構 

補助金 

③ 

契約生産者積立金 

④＝ 

①×② 
その他積立金 

肉専用種 
頭 円／頭  円 円 円 円  

交雑種 
      

乳用種 
    

  

合 計 
 

 
  

  

割 合 
 

 
％ ％ ％ ％

（注）地域算定を行う県団体であって、品種ごとに補塡金単価の算定

を行う場合は、品種区分の欄に当該品種を追加して記載すること。 

 

（２）肥育牛補塡金交付実績 

品種区分 

交付対象 
肥育牛補塡金交付額 

（円） 
人数 

（人） 

頭数 

（頭） 

肉専用種    

交 雑 種          

乳 用 種    

合 計    

（注）地域算定を行う県団体であって、品種ごとに補塡金単価の算定

を行う場合は、品種区分の欄に当該品種を追加して記載すること。 
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２ 肥育経営安定推進  

（１）事業内容 

ア 推進会議の開催 

開催時期 開催場所 回数 出席者 内容 

       

 

                       

   

イ 事業の普及・啓発活動 

実施時期 内  容 

 

 

 

 

ウ 事業に関係する調査及び指導等  

（ア）調査・指導 

実施時期 内  容 

 

 

 

 

（イ）経営指導 

実施時期 内  容 

 

 

 

 

エ 肥育牛補塡金の円滑な交付等を行うのに要した経費 

実施時期 内  容 

 

 

 

（注）ア～エを委託して実施した場合は、内容の欄にその旨及び委託

先を記載すること。 
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（２）経費の積算  

ア 推進会議の開催 

区 分 事業費 積算根拠 

 

 

円  

合 計   

 

イ 事業の普及・啓発活動 

区 分 事業費 積算根拠 

 

 

円  

合 計   

 

ウ 事業に関係する調査及び指導等  

（ア）調査・指導 

区 分 事業費 積算根拠 

 

 

円  

合 計   

 

（イ）経営指導 

区 分 事業費 積算根拠 

 

 

円  

合 計   

 

エ 肥育牛補塡金の円滑な交付等を行うのに要した経費 

区 分 事業費 積算根拠 

 

 

円  

合 計   
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別紙 肉用牛肥育経営安定特別対策事業基金管理状況報告書  

（平成 年 月  日現在）  

 
１ 肥育安定基金の管理状況  

区 分 
現金ベース 

① 

増加額 

② 

減少額 

③ 

発生ベース 

①＋②－③ 

前年度繰越額 

（Ａ） 

円 

 

 

円 

(過年度未収金) 

 

円 

(過年度未払金) 

 

円 

 

収 

入 

 

補助金収入  

運用益 

計（Ｂ） 

 (本年度未収金) 

 

 

 

(過年度未収金) 

 

 

 

 

 

支 

出 

 

肥育安定基金

から交付 

計（Ｃ） 

 (本年度未払金) 

 

(過年度未払金) 

 

 

 

次年度繰越金 

(Ａ)+(Ｂ)－(Ｃ) 

 (本年度未収金) (本年度未払金)  

 
２ 肥育安定基金に積み立てられた資金の運用状況  

番号 運用形態 運用の元金 
運用利率 

（年利） 

運用日数 

・期間 
運用益 

  円 ％  円 

      

計      

（注１）この表は，当該年度に肥育安定基金に積み立てられた資金の運用益

として、現に現金で入金されたもののみ記載すること。  
（注２）割引○○債権、○か月定期などの運用の形態別に任意に番号を付し

て記載すること。  
（注３）次に掲げる書類を添付すること。  

１ 肥育安定基金に積み立てられた資金の運用益の算出根拠となる金融

機関等の発行する証明書の写し  
２ 肥育安定基金の残高を証する金融機関等の発行する証明書の写し  
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別紙 肉用牛肥育経営安定特別対策事業基金造成実績報告書  

 
１ 肥育安定基金造成額及び造成年月日  

区 分 肥育安定基金造成日 造成額 

 年  月  日 円 

 年  月  日  円  

 年  月  日  円  

 年  月  日  円  

 年  月  日  円  

合 計   

 
２ 事業完了年月日  

 

 
３ 添付書類  

  機構から交付を受けた補助金が肥育安定基金として入金管理され

たことが確認できる書類の写し  
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別紙様式第８号（肥育事業者）  

 
平成  年度肉用牛肥育経営安定特別対策事業実績報告書 

 

番   号 

年 月 日 

 

独立行政法人農畜産業振興機構 

理事長       殿 

 

住    所 

氏名又は名称        印 

 

平成 年 月 日付け 農畜機第  号で補助金交付決定通知のあ 

った肉用牛肥育経営安定特別対策事業について、下記のとおり実施し

たので、肉用牛肥育経営安定特別対策事業実施要綱第７の４の（２）

の規定に基づき、実績を報告します。 

 

記 

 

１ 事業の目的 
 
 
２ 事業の内容  

別紙のとおり 
 

３ 事業に要した経費及び負担区分          （単位：円） 

区分 
事業費 

①＝②＋③ 

負担区分 

機構補助金

② 
その他③ 

 

補塡金の交付を受けるた

めに要した経費 
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別紙 

 

１ 肥育牛補塡金受領実績  

区 分 品種区分 
単価 

（円/頭） 

肥育牛補塡金 

受領額 

（円） 

 

肉 専 用 種             

交 雑 種         

乳 用 種   

小 計   

 

肉 専 用 種   

交 雑 種   

乳 用 種   

小 計   

 

肉 専 用 種   

交 雑 種   

乳 用 種   

小 計   

 

肉 専 用 種   

交 雑 種   

乳 用 種   

小 計   

 

肉 専 用 種   

交 雑 種   

乳 用 種   

合 計   
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２ 肥育事業者積立金の拠出実績（平成  年度）  

品種  

区分  

事業対象牛  

頭数 

①  

肥育事業者  

積立金 

単 価 

②  

負担区分  
事業費  

⑤＝ 

③＋④ 

機構  

補助金  

③  

肥育事業者積立金  

④＝  

①×②  
その他積立金 

肉専用種 
頭

 

円／頭 円 円 円 円

交雑種       

乳用種       

合 計       

割 合   ％ ％ ％ ％

（注）事業対象牛頭数欄は、４月１日から翌年３月３１日までの間に肥育事

業者積立金を納付した事業対象牛頭数を記載すること。  

 
３ 事業対象牛頭数の内訳           （単位：頭）  

品種区分  
４

月  

５

月  

６

月  
小計  

７

月  

８

月  

９

月  
小計    

３

月  
小計  合計  

肉専用種                            

交  雑  種               

乳  用  種               

合計               

（注１）月別の頭数は、肥育事業者積立金を納付した事業対象牛の頭数を記

載すること。  

（注２）品種区分ごとの合計欄の頭数は、２の品種区分の事業対象牛頭数欄

の数値と一致すること。  
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別紙様式第９号  

 
平成  年度肉用牛肥育経営安定特別対策事業基金管理状況報告書  

（   末現在） 

 

番   号 

年 月 日 

 

独立行政法人農畜産業振興機構 

理事長       殿 

 

          住   所 

          団 体 名 

                  代表者氏名        印  

 

平成  年  月末日における肥育安定基金の管理状況について、

肉用牛肥育経営安定特別対策事業実施要綱第８の１の規定に基づき、

関係書類を添えてその実績を報告します。 
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１ 事業対象牛頭数の内訳                                                              （単位：頭） 

区 分 
契約生産者

積立金単価 
４月 ５月 ６月 小計 ７月 ８月 ９月 小計 １０月 １１月 １２月 小計 １月 ２月 ３月 小計 合計 

肉専用種                   

交 雑 種                   

乳 用 種                   

合 計                   

（注１）月ごとの頭数は、契約生産者積立金を納付した契約肥育牛の頭数を記入すること。ただし、未収がある場合は、括弧書きで内書きすること。 

（注２）地域算定を行う県団体であって、品種ごとに補塡金単価の算定を行う場合は、品種区分の欄に当該品種を追加して記載すること。 

 
２ 肥育安定基金の管理状況                                         （単位：円） 

品種 

区分 
期首残高 

肥育安定基金の増減 

期末残高 

(年度末の場合 

は年度末残高) 

増 減 

契約生産者積立金 機構補助金 

合 計 
果実 

収入 

肥育牛補塡金 

交付額 
契約生産者からの積立金 その他積立金 

累計 

 
累計 

 

累計 当期 当期 当期 

肉専用種    

交 雑 種    

乳 用 種    

合 計   

（注１）未収金または未払金がある場合には、括弧書きで内書きすること。 

（注２）通帳の写し又は金融機関が発行する残高証明書の写しを添付すること。 

（注３）地域算定を行う県団体であって、品種ごとに補塡金単価の算定を行う場合は、品種区分の欄に当該品種を追加して記載すること。 
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別紙様式第１０号  

 
平成  年度肉用牛肥育経営安定特別対策事業に係る仕入れ  

に係る消費税等相当額報告書  

 
番   号  

年 月 日  

 
独立行政法人農畜産業振興機構  

理事長       殿  

 
住   所  

団 体 名  

代表者氏名          印  

 
平成 年度肉用牛肥育経営安定特別対策事業について、肉用牛肥育経営

安定特別対策事業実施要綱第１１の３の規定に基づき、下記のとおり報告

します。  

（なお、併せて補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額 円を返還し

ます。（返還がある場合、記載すること）） 

 
記  

 
１ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第

１７９号）第１５条の補助金の額の確定額 

（平成 年 月 日付け 農畜機第 号による額の確定通知額） 

金   円 

 

２ 補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額 

金   円 

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相

当額 

金   円 
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４ 補助金返還相当額（３－２）               

金   円  

 
５ 当該補助金に係る仕入れに係る消費税相当額が明らかにならない場

合、その状況を記載 

 

 

 

注：消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予

定時期も記載すること。  

 

６ 当該補助金に係る仕入れに係る消費税相当額がない場合、その理由を

記載 
 
 

 

 

 

（注１）記載内容の確認のため、次に掲げる書類を添付すること。  

１ 免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人

事業者の場合は所得税）確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）

及び損益計算書等、売上高を確認できる資料 

２ 簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度におけ

る消費税確定申告書（簡易課税用）の写し税務署の収受印等のあるもの） 

３ 県団体が消費税法第６０条第４項に定める法人等である場合は、同項に

規定する特定収入の割合を確認できる資料 

（注２）肥育安定基金閉鎖に係る様式は、別紙様式第８号の様式に準ずるものと

する。この場合、「第１１の３」とあるのは「第１１の４」と書き換える

こと。  

 
 


